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自治労福島県本部中央執行委員長 様

福島県商工労働部長

2025・ 2026年度福島県予算編成に係る提言書について (回答 )

令和 6年 10月 2日 に提出のありましたこのことについて、別紙のとおり回答します。
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(事務担当 雇用労政課 ヒ任 l:査 牧野 電話 0245217289)





「2025。 2026年度福島県予算編成に係る提言書」に対する回答

1(1)ア  企画調整部 デジタル変革課
県では、令和 3年 9月 に県DX推進基本方針を策定し、行政のDXと地域のDXを 2本柱に、
市町村と連携しながら、全県的にDXを推進していくこととしております。令和 5年度には、県
や市町村等が管J里する様々なデータを連携し、新たなサービスの提供を可能とする「データ連携
基盤」を構築したところであり、同基盤も活用しながら、先進的な取組を県内市町村に横展開す
るなど、引き続き、全県的にDXを着実に進めてまいります。

1(1)イ  企画調整部 デジタル変革課
市町村におけるDX推進のための人材育成については、市町村長等の意識醸成を図るためのセ
ミナーを開催しているほか、令和 6年度からは、市町村へのアドバイザー派遣事業を大幅に拡大
するなど、支援を強化しているところです。引き続き、振興局とも連携しながら、市町村のDX
を後押ししてまいります。

1(2)企 画調整部 地域振興課
福島県地域創生総合支援事業 (サポート事業)は、地域住民が主役となって行う地域づくり活
動のうち、地域の課題を踏まえ、地域の特性を生かした個性と魅力あふオlる地域づくり事業の立
ち上げを支援する補助制度です。

限られた財源の中で、より多くの補助事業者を支援し、県内全域の地域づくり活動を推進する
考えから、原則、単年度事業としております。ただし、明確な事業計画のある発展的な事業につ
いては、最大で 3年間の支援を可能とし、自立化も見据えて実施いただいているところです。
また、同一の事業活用団体が、別事業を計画 。実施する場合、当該事業を、サポー ト事業の対
象とすることを可能としております。

県では、引き続き、福島県地域創生総合支援事業 (サポー ト事業)の実施により、地域住民が
主体となった地域づくり活動を支援するとともに、事業継続の相談には丁寧に対応してまいりま
す。

2(1) 総務部 行政経営課、市町村行政課
県としては、各種行政需要に対応するため、必要な人員の確保に努めており、今後とも、適時
適切な人員配置を図ってまいります。

また、市町村における職員の採用については、各自治体が地域の実情や行政需要等を踏まえた
上で、自主的に定員管理計画を策定しており、その計画に基づき適切に対応さオ1る べきと考えて
おります。

2(2) 危機管理部 災害対策課
本県では、総務省の応急対策職員派遣制度により能登半島地震において宮山県氷見市へ対日支
援を行ったほか、災害時等の広域応援に関する協定に基づいて関係者会議で定期的に意見交換を
行うなど、県を越えた相互の協力関係の構築に努めております。

また、国においても、大規模災害時には総括支援チームを被災地に派遣し、国及び関係機関と
の連携を調整するなど、速やかに被災者支援が進むよう体市1を整えております。

加えて、国において、トイレトレーラーやキッチンカー等の登録制度の整備を進めているとこ
ろであり、県としても民間企業も含めた協力体制を構築してまいります。

2(3) 危機管理部 災害対策課、消防保安課
県地域防災計画において、災害が発生した場合の職員の安全確保について規定しており、引き
続き、災害対策本部事務局指定職員研修や各所属への周知のほか、lF町村への助言等により職員
‐人一人に周知さオlる よう努めてまいります。



また、消防学校において、消防職員を対象に安全管理講習等の教育副‖練を実施しており、今後
も能登半島での活動事例など最新の安全管理方策を織り混ぜながら、効果的な教育副1練に取り組
んでまいります。

2(4) 教育庁健康教育課
防災教育につきましては、第 3次学校安全の推進に関する計画 (計画期間 :令和 4年度から令
和 8年度)に基づき、各校において地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育・訓練の実施
を推進しております。

令和 6年度は各学校の安全担当を対象に県学校安全指導者養成研修会を県北、県南、相双の3
地区で開催し、「重ねるハザードマップ」の活用や「東日本大震災大川小学校事故Jに学ぶ防災の
自校化、危機管理マニュアル・避難訓練の見直しについて学んでもらうとともに、危機管理課と
の連携により、多くの学校で防災出前講座が行われております。
令和 7年度は同研修会を県中、会津 。南会津、いわきの 3地区で開催 予定であり、引き続き、
全ての児童生徒等が自ら適切に判断し、主体的に行動できるよう、安全に関する資質 。能力を身
に付ける防災教育を展開して参ります。

2(5)危 機管理部 原子力安全対策課
福島県では、「福島県地域防災計画 (原子力災害対策編)」 及び「福島県原子力災害広域避難計
画」等に基づき、関係機関における相互連携及び防災対策の確立と関係職員の防災技術の向上を
図るため、平成 26年度から毎年、住民避難副1練を含む原子力防災訓練を実施しております。
令和 6年度は、田村市において、関係市町村、防災関係機関、地域住民等との連携の下、原子
力災害による広域避難を想定した住民避難訓練を実施し、円滑な住民避難に向けた実施手順や関
係機関の連携体制の確認を行うとともに、地域住民に対し、原子力災害時に取るべき行動につい
て周知を図ったところです。

引き続き、原子力防災訓練等の実施を通じ、国や市町村等と連携しながら、原子力防災体制の
充実 。強化に取り組んでまいります。

2(6) 危機管理部 災害対策課
県では昨年 3月 に総合防災情報システムの運用を開始し、雨量や河川水位などの情報のほか、
市町村の発令する避難情報や避難所の開設情報などを一元的に集約・管理することで、市町村や
県をはじめとする関係機関が迅速に情報共有を図ることとしております。
また、県民に対しては、福島県防災ポータルと福島県防災アプリ等により、気象情報や避難情
報、道路の通行規制情報など様々な情報を発信することとしております。
引き続き、市町村をはじめとする関係機関と連携し、こオlら の媒体を使用した訓練を実施する
など、情報共有の円滑化・迅速化を図ってまいります。

3(1)危 機管理部 災害対策課
避難所の生活環境改善については、令和 6年 12月 の国補正予算 「新しい地方経済・生活環境
倉1生交付金 (地域防災緊急整備型)Jにより、自治体における移動式トイレや簡易ベッド、テント
型パーティション等の整備に対する支援制度が創設さオl、 本県においても、積極的な活用を市町
村へ促すとともに、助言を行ったところです。

引き続き市町村と連携しながら、避難所の環境改善に向けた取組を進めてまいります。

3(2) 危機管理部 災害対策課
宿泊施設の避難所活用について、災害救助法に基づき、ホテル・旅館等を避難所として使用す
る場合の経費について、宿泊環境を考慮した金額に見直すよう国に要望しております。
また、本県では、要配慮者等のための宿泊施設、入浴及び食事の提供等について、福島県旅館
ホテル生活衛生同業組合と協定を締結しており、災害時に円滑に活用できるよう引き続き連携強



化を図ってまいります。

3(3) 危機管理部 災害対策課
民間のキッチンカー保有団体等との連携については、今後、国において整備予定のキッチンカ
ーの登録制度を活用するなど、災害発生時に被災者へ温かい食事を提供できる体制を整えてまい
ります。

また、福島移動販売業協同組合との連携については、県総合防災訓練等で災害時の対応を確認
しており、引き続き連携の強化を図ってまいります。
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